
１ 島根県の給与・定員管理等について 

⑴ 総括 

ア 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

(令和５年１月１日) 

歳 出 額 

Ａ 

実質収支 人 件 費 

Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 

３年度の人件費率 

令和４

年度 

人 

658,809 

千円 

563,955,467 

千円 

20,735,429 

千円 

120,313,676 

％ 

21.3 

％ 

21.7 

イ 職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 
職員数 

Ａ 

給     与     費 １ 人 当 た り 

給与費 Ｂ／Ａ 

 (参考)都道府県平均 

１人当たり給与費 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計   Ｂ 

令和４

年度 

人 

13,258 

千円 

54,569,468 

千円 

7,542,898 

千円 

19,615,161 

千円 

81,727,527 

千円 

6,164 

千円 

－ 

（注）１ 「職員手当」には、退職手当を含まない。 

２ 「職員数」については、令和４年４月１日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員、再任用職

員（短時間勤務）及び会計年度任用職員を含まない。 

３ 給与費については、任期付短時間勤務職員及び再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれているが、

会計年度任用職員の給与費は含まれていない。 

ウ 特記事項 

特別職の職員の給与については、知事等の給与の特例に関する条例（令和元年島根県条例第４号）に基づき、令

和５年４月29日までの間、次のとおり減額措置を行っている。 

区分 給料月額 
給料月額を算出基礎とする諸手当

（退職手当を除く。）のはね返り 

知事 10％ 10％ 

副知事 8％ 8％ 

常勤の監査委員 6％ 6％ 

病院事業管理者 6％ 6％ 

教育長 6％ 6％ 

エ ラスパイレス指数の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員

数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月

額を100として計算した指数である。 

２ （）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地
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域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用

いて補正したラスパイレス指数。 

（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当

支給率）により算出。） 

オ 給与改定の状況（令和４年４月１日実施） 

(ア) 月例給 

区 分 

人事委員会の報告及び勧告 

給与改定率 

 (参考) 

国の改定率 

（令和４年４

月１日実施） 

民間給与 

Ａ 

公務員給与 

Ｂ 

較差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定率） 

令 和 ４

年度 

円 

353,159 

円 

351,936 

 

円 

1,223 

0.35％ 

％ 

0.35 

％ 

0.35 

％ 

0.30 

（注） 「民間給与」及び「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比

較した平均給与月額である。 

(イ) 特別給 

区 分 

人事委員会の報告及び勧告 

年間支給月数 

 (参考) 

国の年間 

支給月数 

民間の支給 

割合   Ａ 

公務員の 

支給月数 Ｂ 

較差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定月数） 

令 和 ４

年度 

月 

4.15 

月 

4.00 

月 

▲0.15 

月 

0.15 

月 

4.15 

月 

4.40 

（注） 「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」

は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。 

カ 給与制度の総合的見直しの実施状況について 

(ア) 給料表の見直し 

ａ 給料表の改定実施時期 

平成27年４月１日 

ｂ 内容 

一般行政職の給料表については、国の見直し内容を踏まえ、平均約２％（最大約４％）引下げ。激変緩和の

ため、５年間（令和２年３月31日まで）の経過措置（現給保障）を実施。 

(イ) 地域手当の見直し 

国と同様に見直しを実施（島根県内は支給なし）。 

(ウ) その他の見直し 

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施（平成27年４月１日実施） 

⑵ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

ア 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和５年４月１日現在） 

(ア) 一般行政職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

島根県 42.2歳 313,138円 384,022円 339,547円 

国 －歳 －円 －円 －円 



都道府県平均 －歳 －円 －円 －円 

(イ) 高等学校教育職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

島根県 46.2歳 382,708円 431,635円 

都道府県平均 －歳 －円 －円 

(ウ) 小・中学校教育職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

島根県 44.1歳 358,746円 401,088円 

都道府県平均 －歳 －円 －円 

(エ) 警察職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

島根県 38.5歳 326,231円 428,982円 354,857円 

国 －歳 －円 －円 －円 

都道府県平均 －歳 －円 －円 －円 

（注）１ 「平均給料月額」とは、令和５年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均である。 

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当

等の全ての諸手当の額を合計したものであり、「地方公務員給与実態調査」において明らかにされてい

るものである。 

また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務

手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものであ

る。 

イ 職員の初任給の状況（令和５年４月１日現在） 

区    分 島根県 国 

一般行政職 大 学 卒 186,437 円 185,200 円 

高  校  卒 155,632 円 154,600 円 

高等学校教育職 大 学 卒 208,785 円 － 

小・中学校教育職 大 学 卒 208,785 円 － 

警  察  職 大 学 卒 216,536 円 214,900 円 

高  校  卒 182,309 円 178,000 円 

ウ  職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和５年４月１日現在） 

区    分 経験年数10年  経験年数20年  経験年数25年  経験年数30年  

一般行政職 大学卒 264,982円  348,512円  379,389円  398,754円  

高校卒 224,602円  295,267円  332,968円  366,867円  

高等学校教育職 大学卒 318,315円  392,060円  422,288円  437,331円  

小・中学校教育職 大学卒 317,191円  390,615円  413,672円  425,623円  

警  察  職 大学卒 286,059円  379,360円  408,689円  415,423円  

高校卒 262,607円  336,298円  394,555円  408,556円  

⑶  一般行政職の級別職員数等の状況 

ア 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和５年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 １号給の 最高号給の 



給料月額 給料月額 

１ 級 主事、技師 
人 

593  

％ 

16.1  

 

151,102円 

 

249,253円 

２ 級 主任主事、主任技師 
人 

432  

％ 

11.7  

 

199,825円 

 

306,232円 

３ 級 係長、主任 
人 

818  

％ 

22.2  

 

235,965円 

 

352,338円 

４ 級 係長 
人 

551  

％ 

14.9  

 

267,776円 

 

383,545円 

５ 級 課長補佐 
人 

733  

％ 

19.9  

 

292,641円 

 

395,625円 

６ 級 課長 
人 

464  

％ 

12.6  

 

321,332円 

 

412,940円 

７ 級 課長 
人 

30  

％ 

0.8  

 

365,324円 

 

447,871円 

８ 級 次長 
人 

43  

％ 

1.2  

 

410,826円 

 

471,730円 

９ 級 部長 
人 

23  

％ 

0.6  

 

461,462円 

 

531,023円 

（注）１ 「標準的な職務内容」とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 

２ 「職員数」は、職員の給与に関する条例（昭和26年島根県条例第１号）に基づく給料表の級区分による

職員数である。 
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イ 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和５年４月１日現在） 

ウ 昇給への人事評価の活用状況（島根県） 

令和４年４月２日から令和５年４月１日

までにおける運用 
管理職員 一般職員 

イ．人事評価を活用している   

 

活用している昇給区分 
昇給可能 

な区分 

昇給実績が 

ある区分 

昇給可能 

な区分 

昇給実績が 

ある区分 

上位、標準、下位の区分 ○  ○ ○ 

上位、標準の区分  ○   

標準、下位の区分     

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

島根県７級(困難課長)

島根県６級(調整監)

島根県５級(課長補佐)

島根県４級(困難係長)

島根県３級(主任)

島根県２級(主任主事)

島根県１級(主事)

国10級（特に重要課長）

（百円）

給

料

月

額

昇 給

令和５年４月１日時点

国９級（課長）

国８級（困難室長）

国７級（室長）

国６級（困難課長補佐）

国５級（課長補佐）

国４級（困難係長）

国３級（係長）

国２級（上級係員）

国１級（係員）

島根県 （R５）

国家公務員 （R５)島根県９級(部長)

島根県８級(次長）



標準の区分のみ（一律）     

ロ．人事評価を活用していない   

 活用予定時期   

⑷ 職員の手当の状況 

ア 期末手当・勤勉手当 

島     根     県 国 

１人当たり平均支給額（令和４年度） 

1,406千円  
－ 

（令和４年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.25 月分     1.90 月分 

(1.15)月分    (1.05)月分 

（令和４年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.40 月分     2.00 月分 

(1.35)月分    (0.95)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

 役職加算  ５～20％ 

 管理職加算 15～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算  ５～20％ 

 管理職加算 10～25％ 

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

◯ 勤勉手当への人事評価の活用状況（島根県） 

令和４年度中における運用 管理職員 一般職員 

イ．人事評価を活用している   

 

活用している成績率 
支給可能 

な成績率 

支給実績が 

ある成績率 

支給可能 

な成績率 

支給実績が 

ある成績率 

上位、標準、下位の成績率 ○  ○ ○ 

上位、標準の成績率  ○   

標準、下位の成績率     

標準の成績率のみ（一律）     

ロ．人事評価を活用していない   

 活用予定時期   

イ 退職手当（令和５年４月１日現在） 

島     根     県 国 

（支給率）  自己都合   勧奨・定年 

勤続20年     19.6695月分  24.586875月分 

勤続25年     28.0395月分  33.27075 月分 

勤続35年     39.7575月分  47.709  月分 

最高限度     47.709 月分  47.709  月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置（２～20％加算） 

１人当たり平均支給額 

         2,674千円   21,792千円 

（支給率）  自己都合   応募認定・定年 

勤続20年     19.6695月分  24.586875月分 

勤続25年     28.0395月分  33.27075 月分 

勤続35年     39.7575月分  47.709  月分 

最高限度     47.709 月分  47.709   月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置（２～45％加算） 

（注） 「１人当たり平均支給額」は、令和４年度に退職した職員に支給された退職手当の平均額である。 



ウ 地域手当（令和５年４月１日現在） 

支 給 実 績（令和４年度） 53,525千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和４年度） 764,645円 

支給対象地域・職種 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

東京都（特別区） 20％ 26人 20％ 

大阪府大阪市 16％ 9人     16％ 

愛知県名古屋市 15％ 2人 15％ 

広島県広島市 10％ 10人 10％ 

岡山県岡山市 3％ 1人 3％ 

上記以外の市町村 0％ 12,337人 0％ 

医師・歯科医師 16％ 19人 16％ 

平 均 支 給 率 16.4％ 16.4％ 

地域手当補正後ラスパイレス指数 

（ラスパイレス指数） 

  98.1 

  （98.1） 

（注） 「国の制度（支給率）」の欄の平均支給率は、企業会計等を除く普通会計から給与を支給されている一般

職の職員に対し国の率で支給したと仮定した場合の加重平均の支給率である。 

エ 特殊勤務手当（令和５年４月１日現在） 

支給実績（令和４年度） 549,781千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和４年度） 70,431千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和４年度） 56.0％ 

手当の種類（手当数） 60 

代表的な手当の名称 

支給職員数の多い手当 

教員特殊業務手当 

防疫作業等従事手当 

交通捜査取締手当 

死体取扱手当 

教育業務連絡指導手当 

支給額の多い手当 

教員特殊業務手当 

教育業務連絡指導手当 

夜間特殊業務手当（警察業務） 

防疫作業等従事手当 

警ら手当 

オ 時間外勤務手当 

支 給 実 績 （ 令 和 ４ 年 度 ） 2,695,111千円 

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 ４ 年 度 ） 517千円 

支 給 実 績 （ 令 和 ３ 年 度 ） 2,750,798千円 

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 ３ 年 度 ） 531千円 

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月１日現在の総職員数

（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤

務職員を含む。 

カ その他の手当（令和５年４月１日現在） 



手 当 名 内 容 及 び 支 給 単 価 

国 の 制

度 と の

異 同 

国の制度と

異なる内容 

支給実績 

（令和４年度） 

支給職員１

人当たり平

均支給年額

（令和４年度） 

扶養手当 配偶者              6,500円 

子                10,000円 

父母等              6,500円 

特定期間（満16歳年度初めから満22歳年度末

まで）の子の加算         5,000円 

ただし、配偶者及び父母等の支給額は、行政

職給料表８級職員にあっては、3,500円とし、

同給料表９級職員にあっては、支給しない

（行政職給料表８級及び行政職給料表９級に

は、これらに相当する職務の級を含む。） 

同じ － 千円 

1,397,782 

円 

251,943 

住居手当 借家・借間居住者 

 家賃23,000円以下の場合 家賃－12,000円 

 家賃23,000円を超える場合 

      11,000円＋１／２×(家賃－23,000円) 

同じ － 千円 

779,951 

円 

277,661 

通勤手当 交通機関利用者 

 定期券又は回数乗車券等の価額 

 最高支給限度額          55,000円 

交通用具使用者 

 ２キロ～78キロ以上 

             2,100円～42,600円 

 自動四輪車以外の場合は半額 

異なる 交通用具の

区分及び距

離の区分が

異なる。 

千円 

1,112,498 

円 

110,597 

単身赴任

手当 

支給額                         30,000円 

ただし、職員の住居と配偶者の住居間の距離

が80キロ以上の場合加算（距離により5,000円

～70,000円） 

異なる 加算額が異

なる（国:距

離 に よ り

8,000 円 ～

70,00円）。 

千円 

286,886 

円 

436,660 

初任給調

整手当 

医師、歯科医師、獣医師等採用の困難な職種

に支給 

支給額(月額)      3,000円～414,800円 

異なる 支給対象及

び支給額が

異なる。 

千円 

74,660 

円 

1,309,826 

管理職手

当 

給料表別・職務の級別・支給区分別の定額   

支給額        41,600円～130,300円 

 国：俸給の

特別調整額

として支給 

千円 

925,705 

円 

666,934 

特地勤務

手当 

離島その他の生活の不便な地に所在する特地

公署に勤務する職員に支給 

支給額 (特地公署異動時の給料及び扶養手当

の月額×１／２＋その月の給料及び扶養手当

の月額×１／２)×４％～16％ 

同じ － 千円 

169,658 

円 

450,020 



特地勤務

手当に準

ずる手当 

特地公署又は準特地公署に異動し、当該異動

に伴って住居を移転した職員に支給 

支給額 異動時の給料及び扶養手当の月額×

２％～６％ 

同じ － 千円 

80,564 

円 

198,924 

へき地手

当 

へき地学校等に勤務する教職員に支給 

支給額 

給料及び扶養手当の月額×４％～25％ 

  千円 

313,161 

円 

404,078 

へき地手

当に準ず

る手当 

へき地学校、へき地学校に準ずる学校等に異

動し、当該異動に伴って住居を移転した職員

に支給 

支給額 給料及び扶養手当の月額×２％～

４％ 

  千円 

35,678 

円 

149,279 

定時制通

信教育手

当 

高等学校で定時制又は通信制の課程の教育に

従事する教育職員に支給（実績に基づき支

給） 

支給額 定時制（夜間） １日 900円 

    通信制（日曜日）１日 2,400円 

  千円 

7,849 

円 

115,428 

産業教育

手当 

高等学校の農業、水産又は工業に関する実習

授業等に従事する教育職員に支給（実績に基

づき支給） 

支給額 実習を伴う授業 授業１時間 300円 

    週休日等に行われる業務 

          １日 600円又は1,200円 

  千円 

17,496 

円 

82,141 

義務教育

等教員特

別手当 

小・中・高・特別支援学校に勤務する教育職

員に支給 

最高支給限度額 8,000円 

  千円 

431,607 

円 

66,086 

休日勤務

手当 

支給額 休日勤務時間数×勤務１時間当たり

の給与額×135／100 

異なる 勤務１時間

当たりの給

与額の算出

方法が異な

る。 

千円 

212,133 

円 

82,800 

夜間勤務

手当 

正規の勤務時間として午後10時から翌日の午

前５時までの間に勤務した時支給 

支給額 夜間勤務時間数×勤務１時間当たり

の給与額×25／100 

異なる 勤務１時間

当たりの給

与額の算出

方法が異な

る。 

千円 

65,579 

円 

68,814 

宿日直手

当 

支給額（勤務１回につき） 

            2,200円～21,000円 

同じ － 千円 

357,830 

円 

172,614 

管理職員

特別勤務

手当 

災害への対処その他の臨時又は緊急の必要等

により勤務した管理職員に支給 

週休日又は休日に勤務した場合 

同じ － 千円 

12,659 

円 

44,890 



支給額（勤務１回につき）4,000円～12,000円

（実働時間が６時間を超える場合 6,000円～

18,000円） 

平日の午前０時から午前５時までの間に勤務

した場合 

支給額（勤務１回につき）2,000円～6,000円 

農林漁業

普及手当 

農・林・水産業等に関する専門の事項につい

て、調査研究を行う職員並びに技術及び知識

の普及指導を行う職員に支給 

支給額 給料月額×６／100 

  千円 

30,136 

円 

202,257 

災害派遣

手当 

災害応急対策又は災害復旧のため国又は他の

地方公共団体等から派遣された職員に支給 

支給額(１日につき）    3,970円～6,620円 

  実績なし 実績なし 

武力攻撃

災害等派

遣手当 

武力攻撃事態等に至った際、国民保護のため

の措置の実施のため国又は他の地方公共団体

等から派遣された職員に支給 

支給額（１日につき）     3,970円～6,620円 

  実績なし 実績なし 

新型イン

フルエン

ザ等緊急

事態派遣

手当 

新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施の

ため国又は他の地方公共団体等から派遣され

た職員に支給 

支給額(１日につき）     3,970円～6,620円 

  実績なし 実績なし 

⑸ 特別職の報酬等の状況（令和５年４月１日現在） 

区    分 給   料   月   額   等 

給

料 
知 事 

副 知 事 

1,116,000円（1,240,000円） 

892,400円  （970,000円） 

報

酬 

議 長 

副 議 長 

議 員 

940,000円 

820,000円 

760,000円 

期

末

手

当 

知 事 

副 知 事 

（令和４年度支給割合） 

3.20月分 

議 長 

副 議 長 

議 員 

（令和４年度支給割合） 

3.20月分 

退

職

手

当 

 

知 事 

副 知 事 

（算定方式）         （１期の手当額）（支給時期） 

124万円×在職月数×0.494  2,940.29万円    任期毎 

97万円×在職月数×0.349  1,624.94万円    任期毎 

備   考 知事について10％、副知事については５％のカットを実施 

（注）１ 「給料」及び「報酬」の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。 

２ 「退職手当」の「（１期の手当額）」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝

48月）勤めた場合における退職手当の見込額である。 



⑹ 職員数の状況 

ア 部門別職員数の状況と主な増減理由 

（単位：人）（各年４月１日現在） 

区 分 

部 門 

職  員  数 対前年 

増減数 
主 な 増 減 理 由 

令和５年 令和４年 

普 
 
 

通 
 
 

会 
 
 

計 
 
 

部 
 
 

門 

一

般

行

政

部

門 

議 会 

総 務 

税 務 

民 生 

衛 生 

労 働 

農林水産 

商 工 

土 木 

21 

564 

106 

253 

535 

53 

881 

184 

786 

21 

550 

106 

252 

498 

53 

890 

185 

795 

0 

14 

0 

1 

37 

0 

▲  9 

▲  1 

▲  9 

 

 

 

 

新型コロナウイルス体制強化による増 

 

 

 

計 3,383 3,350 33 （参考：人口10万当たり職員数 513.50人） 

教育部門 7,456 7,506 ▲ 50 生徒数減による収容定員の減 

警察部門 1,799 1,813 ▲ 14  

小 計 12,638 12,669 ▲ 31  

（参考：人口10万当たり職員数 1,918.31人） 

公
営
企
業
等
会
計
部
門 

病 院 

水 道 

下水道 

その他 

1,191 

27 

19 

72 

1,172 

24 

19 

71 

19 

3 

0 

1 

医療技術職等の増 

小 計 1,309 1,286 23  

合   計  

13,947 

[15,401] 

 

13,955 

[15,396] 

 

▲  8 

 [5] 

 

 

（参考：人口10万当たり職員数 2,117.00人） 

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。 

２ [     ]内は、条例定数の合計である。 

３ 令和５年の職員数には臨時職員594人（教育部門）を含まない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 年齢別職員構成の状況（令和５年４月１日現在） 



 

区分 

20歳 

 

未満 

20歳 

～ 

23歳 

24歳 

～ 

27歳 

28歳 

～ 

31歳 

32歳 

～ 

35歳 

36歳 

～ 

39歳 

40歳 

～ 

43歳 

44歳 

～ 

47歳 

48歳 

～ 

51歳 

52歳 

～ 

55歳 

56歳 

～ 

59歳 

60歳 

 

以上 

計 

職員数 
人 

86 

人 

731 

人 

1,271 

人 

1,369 

人 

1,318 

人 

1,172 

人 

1,115 

人 

1,312 

人 

1,653 

人 

1,665 

人 

1,593 

人 

662 

人 

13,947 

 

ウ 職員数の推移 

（単位：人・％） 

年度 

部門別 

平成 

30年 

令和 

元年 

令和 

２年 

令和 

３年 

令和 

４年 

令和 

５年 

過去５年間の 

増減数(率) 

一般行政 3,268  3,288  3,270  3,307  3,350  3,383  115（ 3.5%） 

教育 7,470  7,451  7,450  7,528  7,506  7,456  ▲14（▲0.2%） 

警察 1,831  1,835  1,832  1,820  1,813  1,799  ▲32（▲1.7%） 

普通会計 計 12,569  12,574  12,552  12,655  12,669  12,638  69（  0.5%） 

公営企業会計 計 1,232  1,283  1,266  1,265  1,286  1,309  77（  6.3%） 

総合計 13,801  13,857  13,818  13,920  13,955  13,947  146（  1.1%） 

（注）１ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数 

２ 令和５年には臨時職員594人（教育部門）を含まない。 

⑺ 公営企業職員の状況 

ア 企業局 

(ア) 総括 

ａ 定員適正化目標 

平成17年度策定の「企業局経営計画」の中で、平成22年までに10％程削減する計画について達成した。 

(イ) 水道事業 

ａ 職員給与費の状況 

(ａ) 決算 
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区 分 
総費用 

Ａ 

純損益又は実質

収支 

職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 

令和３年度の総費用に

占める職員給与費比率 

令 和 ４

年 度 

千円 

1,986,104 

千円 

-60,728 

千円 

159,713 

％ 

8.0 

％ 

8.0 

 

区 分 
職員数 

Ａ 

給     与     費 １ 人 当 た り 

給与費 Ｂ／Ａ 

 (参考)都道府県平均 

１人当たり給与費 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

令 和 ４ 

年 度 

人 

21 

千円 

73,484 

千円 

14,531 

千円 

26,058 

千円 

114,073 

千円 

5,432 

千円 

－ 

（注）１ 「職員手当」には、退職手当を含まない。 

２ 「職員数」については、令和５年３月31日現在の人数である。 

３ 職員数及び給与費については、任期付短時間勤務職員及び再任用職員（短時間勤務）を含み、会

計年度任用職員を含まない。 

ｂ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和５年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

島根県 42.1歳 318,558円 483,492円 

都道府県平均 －歳 －円 －円 

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 

ｃ 職員の手当の状況 

(ａ) 期末手当・勤勉手当 

島 根 県（ 水 道 事 業 ） 島 根 県 

１人当たり平均支給額（令和４年度） 

1,241千円  

１人当たり平均支給額（令和４年度） 

1,406千円  

（令和４年度支給割合） 

期末手当         勤勉手当 

2.25 月分        1.90 月分 

(1.15)月分        (1.05)月分 

（令和４年度支給割合） 

期末手当        勤勉手当 

2.25 月分       1.90 月分 

(1.15)月分       (1.05)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

  役職加算  ５～20％ 

  管理職加算 15～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

 役職加算  ５～20％ 

  管理職加算 10～25％ 

（注） （  ）内は、再任用職員に係る支給割合である。 

(ｂ) 退職手当（令和５年４月１日現在） 

島 根 県（ 企 業 局 職 員 ） 島 根 県 

（支給率）  自己都合     勧奨・定年 

勤続20年     19.6695月分   24.586875月分 

勤続25年     28.0395月分   33.27075 月分 

勤続35年     39.7575月分   47.709   月分 

最高限度     47.709 月分   47.709   月分 

その他の加算措置 

（支給率）  自己都合     勧奨・定年 

勤続20年     19.6695月分    24.586875月分 

勤続25年     28.0395月分    33.27075 月分 

勤続35年     39.7575月分    47.709   月分 

最高限度     47.709 月分     47.709   月分 

その他の加算措置 



 定年前早期退職特例措置（２～20％加算） 

１人当たり平均支給額 22,682千円 

 定年前早期退職特例措置（２～20％加算） 

１人当たり平均支給額 

       2,674千円        21,792千円 

（注） 「島根県（企業局職員）」の「１人当たり平均支給額」は、令和２年度から令和４年度までの間に

勧奨又は定年により退職した水道事業、工業用水道事業及び電気事業職員に支給された退職手当の平

均額である。「島根県」の「１人当たり平均支給額」は、令和４年度に退職した全職種の職員の退職

手当の平均額である。 

(ｃ) 地域手当（令和５年４月１日現在） 

支給対象なし 

(ｄ) 特殊勤務手当（令和５年４月１日現在） 

支給総額（令和４年度） 505千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和４年度） 33,667千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和４年度） 71.4％ 

手当の種類（手当数） ５ 

手当の名称 特殊現場作業従事手当 水質検査業務従事手当 用地等交渉手当 夜間特

殊業務手当 防疫作業等従事手当 

(ｅ) 時間外勤務手当 

支 給 実 績 （ 令 和 ４ 年 度 ） 6,343千円 

職員１人当たり平均支給年額（令和４年度） 334千円 

支 給 実 績 （ 令 和 ３ 年 度 ） 5,546千円 

職員１人当たり平均支給年額（令和３年度） 326千円 

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月１日現在の総

職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であ

り、短時間勤務職員を含む。 

(ｆ) その他の手当（令和５年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 

国 の 制

度 と の

異同 

国の制度と

異なる内容 

支給実績 

（令和４年度） 

支 給 職 員

１ 人 当 た

り 平 均 支

給 年 額

（令和４年度） 

扶養手当 配偶者              6,500円 

子                10,000円 

父母等              6,500円 

特定期間（満16歳年度初めから満22歳年度末

まで）の子の加算         5,000円 

ただし、配偶者及び父母等の支給額は、行政

職給料表８級職員にあっては、3,500円とし、

同給料表９級職員にあっては、支給しない

（行政職給料表８級及び行政職給料表９級に

は、これらに相当する職務の級を含む。） 

同じ － 千円 

2,544 

円 

317,938 

住居手当 借家・借間居住者 同じ － 千円 円 



 家賃23,000円以下の場合 家賃－12,000円 

 家賃23,000円を超える場合 

     11,000円＋１／２×(家賃－23,000円) 

1,178 294,600 

通勤手当 交通機関利用者 

 定期券又は回数乗車券等の価額 

 最高支給限度額      55,000円 

交通用具使用者 

 ２キロ～78キロ以上 

        2,100円～42,600円 

 自動四輪車以外の場合は半額 

異なる 交通用具の

区分及び距

離の区分が

異なる。 

千円 

2,587 

円 

129,336 

単身赴任

手当 

支給額                       30,000円 

ただし、職員の住居と配偶者の住居間の距離

が80キロ以上の場合加算（距離により5,000円

～70,000円） 

異なる 加算額が異

なる（国:

距離により

8,000 円 ～

70,000

円）。 

千円 

456 

円 

456,000 

初任給調

整手当 

医師、歯科医師、獣医師等採用の困難な職種

に支給 

支給額(月額)     3,000円～414,800円 

異なる 支給対象及

び支給額が

異なる。 

実績なし 実績なし 

管理職手

当 

給料表別・職務の級別・支給区分別の定額   

支給額        41,600円～130,300円 

 国：俸給の

特別調整額

として支給 

千円 

1,561 

円 

780,600 

特地勤務

手当 

離島その他の生活の不便な地に所在する特地

公署に勤務する職員に支給 

支給額 (特地公署異動時の給料及び扶養手当

の月額×１／２＋その月の給料及び扶養手当

の月額×１／２)×４％～16％ 

同じ － 実績なし 実績なし 

特地勤務

手当に準

ずる手当 

特地公署又は準特地公署に異動し、当該異動

に伴って住居を移転した職員に支給 

支給額 異動時の給料及び扶養手当の月額×

２％～６％ 

同じ － 実績なし 実績なし 

休日勤務

手当 

支給額 休日勤務時間数×勤務１時間当たり

の給与額×135／100 

異なる 勤務１時間

当たりの給

与額の算出

方法が異な

る。 

千円 

798 

円 

99,767 

夜間勤務

手当 

正規の勤務時間として午後10時から翌日の午

前５時までの間に勤務した時支給 

支給額 夜間勤務時間数×勤務１時間当たり

の給与額×25／100 

異なる 勤務１時間

当たりの給

与額の算出

方法が異な

る。 

千円 

539 

円 

89,857 



宿日直手

当 

支給額（勤務１回につき）  

             2,200円～21,000円 

同じ － 実績なし 実績なし 

管理職員

特別勤務

手当 

災害への対処その他の臨時又は緊急の必要等

により勤務した管理職員に支給 

週休日又は休日に勤務した場合 

支給額（勤務１回につき）4,000円～12,000円

（実働時間が６時間を超える場合 6,000円～

18,000円） 

平日の午前０時から午前５時までの間に勤務

した場合 

支給額（勤務１回につき）2,000円～6,000円 

同じ － 実績なし 実績なし 

(ウ) 工業用水道事業 

ａ 職員給与費の状況 

(ａ) 決算 

区 分 
総費用 

Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 

令和３年度の総

費用に占める職

員給与費比率 

令和４

年度 

千円 

197,309 

千円 

5,294 

千円 

30,008 

％ 

15.2 

％ 

11.9 

 

区 分 
職員数 

Ａ 

給     与     費 １ 人 当 た り

給与費Ｂ／Ａ 

 (参考)都道府県平均 

１人当たり給与費 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

令和４

年度 

人 

4 

千円 

12,920 

千円 

3,695 

千円 

4,713 

千円 

21,328 

千円 

5,332 

千円 

－ 

（注）１ 「職員手当」には、退職手当を含まない。 

２ 「職員数」については、令和５年３月31日現在の人数である。 

３ 職員数及び給与費については、任期付短時間勤務職員及び再任用職員（短時間勤務）を含み、会

計年度任用職員を含まない。 

ｂ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和５年４月１日現在） 

区分 平均年齢 基本給 平均月収額 

島根県 42.5歳 281,165円 435,020円 

都道府県平均 －歳 －円 －円 

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 

ｃ 職員の手当の状況 

(ａ) 期末手当・勤勉手当 

 

島 根 県（工業用水道事業） 島 根 県 

１人当たり平均支給額（令和４年度） 

1,178千円  

１人当たり平均支給額（令和４年度） 

1,406千円  

（令和４年度支給割合） （令和４年度支給割合） 



期末手当     勤勉手当 

2.25 月分     1.90 月分 

(1.15)月分     (1.05)月分 

期末手当     勤勉手当 

2.25 月分     1.90 月分 

(1.15)月分     (1.05)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

  役職加算  ５～20％ 

  管理職加算 15～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

 役職加算  ５～20％ 

  管理職加算 10～25％ 

（注） （  ）内は、再任用職員に係る支給割合である。 

(ｂ) 退職手当（令和５年４月１日現在） 

島 根 県（ 企 業 局 職 員 ） 島 根 県 

（支給率）  自己都合     勧奨・定年 

勤続20年     19.6695月分   24.586875月分 

勤続25年     28.0395月分   33.27075 月分 

勤続35年     39.7575月分    47.709   月分 

最高限度     47.709 月分    47.709   月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置（２～20％加算） 

１人当たり平均支給額 22,682千円 

（支給率）  自己都合     勧奨・定年 

勤続20年     19.6695月分    24.586875月分 

勤続25年     28.0395月分    33.27075 月分 

勤続35年     39.7575月分    47.709   月分 

最高限度     47.709 月分    47.709   月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置（２～20％加算） 

１人当たり平均支給額 

        2,674千円     21,792千円 

（注） 「島根県（企業局職員）」の「１人当たり平均支給額」は、令和２年度から令和４年度までの間に

勧奨又は定年により退職した水道事業、工業用水道事業及び電気事業職員に支給された退職手当の平

均額である。「島根県」の「１人当たり平均支給額」は、令和４年度に退職した全職種の職員の退職

手当の平均額である。 

(ｃ) 地域手当（令和５年４月１日現在） 

支給対象なし 

(ｄ) 特殊勤務手当（令和５年４月１日現在） 

支給総額（令和４年度） 432千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和４年度） 108,000千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和４年度） 100.0％ 

手当の種類（手当数） ５ 

手当の名称 特殊現場作業従事手当 水質検査業務従事手当 用地等交渉手当 夜間特

殊業務手当 防疫作業等従事手当 

(ｅ) 時間外勤務手当 

支 給 実 績 （ 令 和 ４ 年 度 ） 792千円 

職員１人当たり平均支給年額（令和４年度） 198千円 

支 給 実 績 （ 令 和 ３ 年 度 ） 677千円 

職員１人当たり平均支給年額（令和３年度） 169千円 

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月１日現在の総

職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であ

り、短時間勤務職員を含む。 

(ｆ) その他の手当（令和５年４月１日現在） 



手当名 内容及び支給単価 

国 の 制

度 と の

異 同 

国の制度と

異なる内容 

支給実績 

（令和４年度）

支給職員１

人当たり平

均支給年額

（令和４年度）

扶養手当 配偶者              6,500円 

子                10,000円 

父母等              6,500円 

特定期間（満16歳年度初めから満22歳年度末

まで）の子の加算         5,000円 

ただし、配偶者及び父母等の支給額は、行政

職給料表８級職員にあっては、3,500円と

し、同給料表９級職員にあっては、支給しな

い（行政職給料表８級及び行政職給料表９級

には、これらに相当する職務の級を含む。） 

同じ － 実績なし 実績なし 

住居手当 借家・借間居住者 

 家賃23,000円以下の場合 家賃－12,000円 

 家賃23,000円を超える場合 

     11,000円＋１／２×(家賃－23,000円) 

同じ － 千円 

765 

円 

255,000 

通勤手当 交通機関利用者 

 定期券又は回数乗車券等の価額 

 最高支給限度額      55,000円 

交通用具使用者 

 ２キロ～78キロ以上 

        2,100円～42,600円 

 自動四輪車以外の場合は半額 

異なる 交通用具の

区分及び距

離の区分が

異なる。 

千円 

569 

円 

142,150 

単身赴任

手当 

支給額                        30,000円 

ただし、職員の住居と配偶者の住居間の距離

が80キロ以上の場合加算（距離により5,000

円～70,000円） 

異なる 加算額が異

なる（国:

距離により

8,000円～ 

70,000

円）。 

実績なし 実績なし 

初任給調

整手当 

医師、歯科医師、獣医師等採用の困難な職種

に支給 

支給額（月額）    3,000円～414,800円 

異なる 支給対象及

び支給額が

異なる。 

実績なし 実績なし 

管理職手

当 

給料表別・職務の級別・支給区分別の定額   

支給額        41,600円～130,300円 

 国：俸給の

特別調整額

として支給 

実績なし 実績なし 

特地勤務

手当 

離島その他の生活の不便な地に所在する特地

公署に勤務する職員に支給 

支給額 (特地公署異動時の給料及び扶養手

当の月額×１／２＋その月の給料及び扶養手

同じ － 実績なし 実績なし 



当の月額×１／２)×４％～16％ 

特地勤務

手当に準

ずる手当 

特地公署又は準特地公署に異動し、当該異動

に伴って住居を移転した職員に支給 

支給額 異動時の給料及び扶養手当の月額×

２％～６％ 

同じ － 実績なし 実績なし 

休日勤務

手当 

支給額 休日勤務時間数×勤務１時間当たり

の給与額×135／100 

異なる 勤務１時間

当たりの給

与額の算出

方法が異な

る。 

千円 

562 

円 

140,577 

夜間勤務

手当 

正規の勤務時間として午後10時から翌日の午

前５時までの間に勤務した時支給 

支給額 夜間勤務時間数×勤務１時間当たり

の給与額×25／100 

異なる 勤務１時間

当たりの給

与額の算出

方法が異な

る。 

千円 

574 

円 

191,208 

宿日直手

当 

支給額（勤務１回につき）  

            2,200円～21,000円 

同じ － 実績なし 実績なし 

管理職員

特別勤務

手当 

災害への対処その他の臨時又は緊急の必要等

により勤務した管理職員に支給 

週休日又は休日に勤務した場合 

支給額（勤務１回につき）4,000円～12,000

円 

（実働時間が６時間を超える場合 6,000円

～18,000円） 

平日の午前０時から午前５時までの間に勤務

した場合 

支給額（勤務１回につき）2,000円～6,000円 

同じ － 実績なし 実績なし 

(エ) 電気事業 

ａ 職員給与費の状況 

(ａ) 決算 

区 分 
総費用 

Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 

令和３年度の総

費用に占める職

員給与費比率 

令和４

年度 

千円 

2,876,285 

千円 

480,339 

千円 

517,174 

％ 

18.0 

％ 

19.8 

（注） 資本勘定支弁職員に係る職員給与費9,517千円を含まない。 

区 分 
職員数 

Ａ 

給     与     費 １ 人 当 た り 

給与費 Ｂ／Ａ 

 (参考)都道府県平均 

１人当たり給与費 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

令 和 ４

年度 

人 

62 

千円 

239,726 

千円 

58,538 

千円 

90,263 

千円 

388,527 

千円 

6,267 

千円 

－ 



（注）１ 「職員手当」には、退職手当を含まない。 

２ 「職員数」については、令和５年３月31日現在の人数である。 

３ 職員数及び給与費については、任期付短時間勤務職員及び再任用職員（短時間勤務）を含み、会

計年度任用職員を含まない。 

ｂ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和５年４月１日現在） 

区分 平均年齢 基本給 平均月収額 

島根県 45.5歳 342,643円 521,081円 

都道府県平均 －歳 －円 －円 

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 

ｃ 職員の手当の状況 

(ａ) 期末手当・勤勉手当 

島 根 県（ 電 気 事 業 ） 島 根 県 

１人当たり平均支給額（令和４年度） 

1,456千円  

１人当たり平均支給額（令和４年度） 

1,406千円  

（令和４年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.25 月分     1.90 月分 

(1.15)月分     (1.05)月分 

（令和４年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.25 月分     1.90 月分 

(1.15)月分    (1.05)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

  役職加算  ５～20％ 

  管理職加算 15～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

 役職加算  ５～20％ 

  管理職加算 10～25％ 

（注） （  ）内は、再任用職員に係る支給割合である。 

(ｂ) 退職手当（令和５年４月１日現在） 

島 根 県（ 企 業 局 職 員 ） 島 根 県 

（支給率）  自己都合     勧奨・定年 

勤続20年     19.6695月分    24.586875月分 

勤続25年     28.0395月分    33.27075 月分 

勤続35年     39.7575月分    47.709   月分 

最高限度     47.709 月分    47.709   月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置（２～20％加算） 

１人当たり平均支給額 22,682千円 

（支給率）  自己都合     勧奨・定年 

勤続20年     19.6695月分    24.586875月分 

勤続25年     28.0395月分    33.27075 月分 

勤続35年     39.7575月分    47.709   月分 

最高限度     47.709 月分    47.709   月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置（２～20％加算） 

１人当たり平均支給額 

       2,674千円         21,792千円 

（注） 「島根県（企業局職員）」の「１人当たり平均支給額」は、令和２年度から令和４年度までの間に

勧奨又は定年により退職した水道事業、工業用水道事業及び電気事業職員に支給された退職手当の平

均額である。「島根県」の「１人当たり平均支給額」は、令和４年度に退職した全職種の職員の退職

手当の平均額である。 

(ｃ) 地域手当（令和５年４月１日現在） 

支給実績（令和４年度） 734千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和４年度） 734,124円 



支給対象地域・職種 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

東京都（特別区） 20％ 1人 20％ 

(ｄ) 特殊勤務手当（令和５年４月１日現在） 

支給総額（令和４年度） 1,296千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和４年度） 35,027千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和４年度） 59.7％ 

手当の種類（手当数） ５ 

手当の名称 特殊現場作業従事手当 水質検査業務従事手当 用地等交渉手当 夜間特

殊業務手当 防疫作業等従事手当 

(ｅ) 時間外勤務手当 

支 給 実 績 （ 令 和 ４ 年 度 ） 16,425千円 

職員１人当たり平均支給年額（令和４年度） 310千円 

支 給 実 績 （ 令 和 ３ 年 度 ） 16,266千円 

職員１人当たり平均支給年額（令和３年度） 332千円 

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月１日現在の総

職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であ

り、短時間勤務職員を含む。 

(ｆ) その他の手当（令和５年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 

国 の

制 度

と の

異同 

国の制度と

異なる内容 

支給実績 

（令和４年度） 

支給職員１

人当たり平

均支給年額

（令和４年度） 

扶養手当 配偶者              6,500円 

子                10,000円 

父母等              6,500円 

特定期間（満16歳年度初めから満22歳年度末

まで）の子の加算         5,000円 

ただし、配偶者及び父母等の支給額は、行政

職給料表８級職員にあっては、3,500円とし、

同給料表９級職員にあっては、支給しない

（行政職給料表８級及び行政職給料表９級に

は、これらに相当する職務の級を含む。） 

同じ － 千円 

7,439 

円 

206,639 

住居手当 借家・借間居住者 

 家賃23,000円以下の場合 家賃－12,000円 

 家賃23,000円を超える場合 

      11,000円＋１／２×(家賃－23,000円) 

同じ － 千円 

2,616 

円 

237,792 

通勤手当 交通機関利用者 

 定期券又は回数乗車券等の価額 

 最高支給限度額      55,000円 

交通用具使用者 

 ２キロ～78キロ以上 

異な

る 

交通用具の

区分及び距

離の区分が

異なる。 

千円 

7,898 

円 

154,869 



        2,100円～42,600円 

 自動四輪車以外の場合は半額 

単身赴任

手当 

支給額                        30,000円 

ただし、職員の住居と配偶者の住居間の距離

が80キロ以上の場合加算（距離により5,000円

～70,000円） 

異な

る 

加算額が異

なる（国:

距離により

8,000円～ 

70,000

円）。 

千円 

3,048 

円 

508,000 

初任給調

整手当 

医師、歯科医師、獣医師等採用の困難な職種

に支給 

支給額(月額)    3,000円～414,800円 

異な

る 

支給対象及

び支給額が

異なる。 

実績なし 実績なし 

管理職手

当 

給料表別・職務の級別・支給区分別の定額   

支給額       41,600円～130,300円 

 国：俸給の

特別調整額

として支給 

千円 

7,702 

円 

770,160 

特地勤務

手当 

離島その他の生活の不便な地に所在する特地

公署に勤務する職員に支給 

支給額 (特地公署異動時の給料及び扶養手当

の月額×１／２＋その月の給料及び扶養手当

の月額×１／２)×４％～16％ 

同じ － 実績なし 実績なし 

特地勤務

手当に準

ずる手当 

特地公署又は準特地公署に異動し、当該異動

に伴って住居を移転した職員に支給 

支給額 異動時の給料及び扶養手当の月額×

２％～６％ 

同じ － 実績なし 実績なし 

休日勤務

手当 

支給額 休日勤務時間数×勤務１時間当たり

の給与額×135／100 

異な

る 

勤務１時間

当たりの給

与額の算出

方法が異な

る。 

千円 

1,622 

円 

60,087 

夜間勤務

手当 

正規の勤務時間として午後10時から翌日の午

前５時までの間に勤務した時支給 

支給額 夜間勤務時間数×勤務１時間当たり

の給与額×25／100 

異な

る 

勤務１時間

当たりの給

与額の算出

方法が異な

る。 

千円 

1,331 

円 

53,233 

宿日直手

当 

支給額（勤務１回につき）  

             2,200円～21,000円 

同じ － 実績なし 実績なし 

管理職員

特別勤務

手当 

災害への対処その他の臨時又は緊急の必要等

により勤務した管理職員に支給 

週休日又は休日に勤務した場合 

支給額（勤務１回につき）4,000円～12,000円 

（実働時間が６時間を超える場合 6,000円～ 

18,000円） 

同じ － 千円 

264 

円 

37,714 



平日の午前０時から午前５時までの間に勤務

した場合 

支給額（勤務１回につき）2,000円～6,000円 

イ 病院局 

(ア) 総括 

ａ 定員適正化目標 

今後の医療情勢を踏まえ、より適切な医療を提供するために必要とする職員を、経営状況を勘案しながら適

切に確保する。 

(イ) 病院事業 

ａ 職員給与費の状況 

(ａ) 決算 

区 分 
総費用 

Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 

令和３年度の総

費用に占める職

員給与費比率 

令和４

年度 

千円 

22,963,620 

千円 

751,729 

千円 

10,234,785 

％ 

44.6 

％ 

44.4 

 

区 分 
職員数 

Ａ 

給     与     費 １ 人 当 た り

給与費 Ｂ／Ａ

 (参考)都道府県平均 

１人当たり給与費 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

令和４

年度 

人 

1,085 

千円 

4,257,241 

千円 

2,802,892 

千円 

1,101,724 

千円 

8,161,857 

千円 

7,522 

千円 

－ 

（注）１ 「職員手当」には、退職手当を含まない。 

２ 「職員数」については、令和５年３月31日現在の人数である。 

３ 職員数及び給与費については、任期付短時間勤務職員及び再任用職員（短時間勤務）を含み、会

計年度任用職員を含まない。 

ｂ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和５年４月１日現在） 

区分 平均年齢 基本給 平均月収額 

島根県（医師） 45.1歳 567,789円 1,399,695円 

島根県（看護師） 36.8歳 308,179円 473,097円 

島根県（事務職員） 34.0歳 257,615円 364,474円 

都道府県平均（医師） －歳 －円 －円 

都道府県平均（看護師） －歳 －円 －円 

都道府県平均（事務職員） －歳 －円 －円 

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 

ｃ 職員の手当の状況 

(ａ) 期末手当・勤勉手当 

島 根 県（ 病 院 事 業 ） 島 根 県 

１人当たり平均支給額（令和４年度） 

1,250千円  

１人当たり平均支給額（令和４年度） 

1,406千円  

（令和４年度支給割合） （令和４年度支給割合） 



期末手当     勤勉手当 

2.25 月分     1.90 月分 

(1.15)月分    (1.05)月分 

期末手当     勤勉手当 

2.25 月分     1.90月分 

(1.15)月分    (1.05)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

  役職加算  ５～20％ 

  管理職加算 15～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

 役職加算  ５～20％ 

  管理職加算 10～25％ 

（注) (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

(ｂ) 退職手当（令和５年４月１日現在） 

島 根 県（ 病 院 事 業 ） 島 根 県 

（支給率）  自己都合     勧奨・定年 

勤続20年      19.6695月分      24.586875月分 

勤続25年      28.0395月分      33.27075 月分 

勤続35年      39.7575月分      47.709   月分 

最高限度      47.709 月分      47.709   月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置（２～20％加算） 

１人当たり平均支給額 

        2,447千円   20,139千円 

（支給率）  自己都合     勧奨・定年 

勤続20年      19.6695月分      24.586875月分 

勤続25年      28.0395月分      33.27075 月分 

勤続35年      39.7575月分      47.709   月分 

最高限度      47.709 月分      47.709   月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置（２～20％加算） 

１人当たり平均支給額 

       2,674千円         21,792千円 

（注） 「島根県（病院事業）」の「１人当たり平均支給額」は、令和４年度に退職した病院事業職員に支

給された退職手当の平均額である。「島根県」の「１人当たり平均支給額」は、令和４年度に退職し

た全職種の職員の退職手当の平均額である。 

(ｃ) 地域手当（令和５年４月１日現在） 

支給実績（令和４年度） 154,317千円 

支給職員一人当たり平均支給年額（令和４年度） 902,439円 

支給対象地域・職種 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

医師・歯科医師 16％ 158人 0％ 

県内全市町村 0％ 975人 0％ 

(ｄ) 特殊勤務手当（令和５年４月１日現在） 

支給総額（令和４年度） 398,398千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和４年度） 375,847千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和４年度） 88.2％ 

手当の種類（手当数） 11 

手当の名称 有害物取扱手当 特殊現場作業従事手当 特殊自動車等運転手当 防疫作

業等従事手当 死体取扱手当 精神保健業務手当 夜間特殊業務手当 放

射線取扱業務等従事手当 機能回復訓練従事手当 病院業務従事手当 航

空業務従事手当 

(ｅ) 時間外勤務手当 

支 給 実 績 （ 令 和 ４ 年 度 ） 760,898千円 

職員１人当たり平均支給年額（令和４年度） 703千円 

支 給 実 績 （ 令 和 ３ 年 度 ） 731,234千円 



職員１人当たり平均支給年額（令和３年度） 691千円 

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月１日現在の総

職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であ

り、短時間勤務職員を含む。 

(ｆ) その他の手当（令和５年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 

国 の 制

度 と の

異同 

国の制度と

異なる内容 

支給実績 

（令和４年度） 

支給職員１

人当たり平

均支給年額

（令和４年度） 

扶養手当 配偶者              6,500円 

子                10,000円 

父母等              6,500円 

特定期間（満16歳年度初めから満22歳年度末

まで）の子の加算         5,000円 

ただし、配偶者及び父母等の支給額は、行政

職給料表８級職員にあっては、3,500円と

し、同給料表９級職員にあっては、支給しな

い（行政職給料表８級及び行政職給料表９級

には、これらに相当する職務の級を含む。） 

同じ － 千円 

116,974 

円 

245,228 

住居手当 借家・借間居住者 

 家賃23,000円以下の場合 家賃－12,000円 

 家賃23,000円を超える場合 

     11,000円＋１／２×(家賃－23,000円) 

同じ － 千円 

112,449 

円 

281,828 

通勤手当 交通機関利用者 

 定期券又は回数乗車券等の価額 

 最高支給限度額      55,000円 

交通用具使用者 

 ２キロ～78キロ以上 

        2,100円～42,600円 

 自動四輪車以外の場合は半額 

異なる 交通用具の

区分及び距

離の区分が

異なる。 

千円 

54,794 

円 

64,615 

単身赴任

手当 

支給額                        30,000円 

ただし、職員の住居と配偶者の住居間の距離

が80キロ以上の場合加算（距離により5,000

円～70,000円） 

異なる 加算額が異

なる（国:

距離により

8,000円～ 

70,000

円）。 

千円 

1,464 

円 

366,000 

初任給調

整手当 

医師、歯科医師、獣医師等採用の困難な職種

に支給 

支給額(月額)     3,000円～414,800円 

異なる 支給対象及

び支給額が

異なる。 

千円 

591,545 

円 

3,563,523 

管理職手

当 

給料表別・職務の級別・支給区分別の定額   

支給額        41,600円～130,300円 

 国：俸給の

特別調整額

千円 

43,560 

円 

871,202 



として支給 

特地勤務

手当 

離島その他の生活の不便な地に所在する特地

公署に勤務する職員に支給 

支給額 (特地公署異動時の給料及び扶養手

当の月額×１／２＋その月の給料及び扶養手

当の月額×１／２)×４％～16％ 

同じ － 実績なし 実績なし 

特地勤務

手当に準

ずる手当 

特地公署又は準特地公署に異動し、当該異動

に伴って住居を移転した職員に支給 

支給額 異動時の給料及び扶養手当の月額×

２％～６％ 

同じ － 実績なし 実績なし 

休日勤務

手当 

支給額 休日勤務時間数×勤務１時間当たり

の給与額×135／100 

異なる 勤務１時間

当たりの給

与額の算出

方法が異な

る。 

千円 

24,315 

円 

73,460 

夜間勤務

手当 

正規の勤務時間として午後10時から翌日の午

前５時までの間に勤務した時支給 

支給額 夜間勤務時間数×勤務１時間当たり

の給与額×25／100 

異なる 勤務１時間

当たりの給

与額の算出

方法が異な

る。 

千円 

83,901 

円 

116,368 

宿日直手

当 

支給額（勤務１回につき）  

            2,200円～21,000円 

同じ － 千円 

42,702 

円 

254,176 

管理職員

特別勤務

手当 

災害への対処その他の臨時又は緊急の必要等

により勤務した管理職員に支給 

週休日又は休日に勤務した場合 

支給額（勤務１回につき）4,000円～12,000

円 

（実働時間が６時間を超える場合 6,000円

～18,000円） 

平日の午前０時から午前５時までの間に勤務

した場合 

支給額（勤務１回につき）2,000円～6,000円 

同じ － 千円 

389 

円 

32,417 

ウ 下水道推進課 

(ア) 下水道事業 

ａ 職員給与費の状況 

(ａ) 決算 

区 分 
総費用 

Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 

令和３年度の総

費用に占める職

員給与費比率 

令和４ 千円 千円 千円 ％ ％ 



年度 4,190,206 5,432 107,506 2.6 2.6 

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費63,203千円を含まない。 

区 分 
職員数 

Ａ 

給     与     費 １ 人 当 た り

給与費 Ｂ／Ａ

 (参考)都道府県平均 

１人当たり給与費 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

令和４

年度 

人 

19 

千円 

78,064 

千円 

14,740 

千円 

39,490 

千円 

132,294 

千円 

6,963 

千円 

－ 

（注）１ 「職員手当」には、退職手当を含まない。 

２ 「職員数」については、令和５年３月31日現在の人数である。 

３ 職員数及び給与費については、任期付短時間勤務職員及び再任用職員（短時間勤務）を含み、会

計年度任用職員を含まない。 

ｂ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和５年４月１日現在） 

区分 平均年齢 基本給 平均月収額 

島根県 47.3歳 340,661円 524,834円 

都道府県平均 －歳 －円 －円 

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 

ｃ 職員の手当の状況 

(ａ) 期末手当・勤勉手当 

島 根 県（ 下 水 道 事 業 ） 島 根 県 

１人当たり平均支給額（令和４年度） 

1,425千円  

１人当たり平均支給額（令和４年度） 

1,406千円  

（令和４年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.25 月分     1.90 月分 

(1.15)月分    (1.05)月分 

（令和４年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.25 月分     1.90 月分 

(1.15)月分    (1.05)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

  役職加算  ５～20％ 

  管理職加算 15～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

 役職加算  ５～20％ 

  管理職加算 10～25％ 

（注) (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

(ｂ) 退職手当（令和５年４月１日現在） 

島 根 県（ 下 水 道 事 業 ） 島 根 県 

（支給率）  自己都合     勧奨・定年 

勤続20年      19.6695月分      24.586875月分 

勤続25年      28.0395月分      33.27075 月分 

勤続35年      39.7575月分      47.709   月分 

最高限度      47.709 月分      47.709   月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置（２～20％加算） 

１人当たり平均支給額   －千円 

（支給率）  自己都合     勧奨・定年 

勤続20年      19.6695月分      24.586875月分 

勤続25年      28.0395月分      33.27075 月分 

勤続35年      39.7575月分      47.709   月分 

最高限度      47.709 月分      47.709   月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置（２～20％加算） 

１人当たり平均支給額 

        2,674千円     21,792千円 

（注） 「島根県（下水道事業）」の「１人当たり平均支給額」は、退職手当の支給対象者がいないため、



「－」としている。「島根県」の「１人当たり平均支給額」は、令和４年度に退職した全職種の職員

の退職手当の平均額である。 

(ｃ) 地域手当（令和５年４月１日現在） 

支給対象なし 

(ｄ) 特殊勤務手当（令和５年４月１日現在） 

支給総額（令和４年度） 29千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和４年度） 3,625千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和４年度） 42.1％ 

手当の種類（手当数） ３ 

手当の名称 
特殊現場作業従事手当 特殊環境施設業務従事手当 防疫作業等従事手

当 

(ｅ) 時間外勤務手当 

支 給 実 績 （ 令 和 ４ 年 度 ） 4,957千円 

職員１人当たり平均支給年額（令和４年度） 292千円 

支 給 実 績 （ 令 和 ３ 年 度 ） 8,008千円 

職員１人当たり平均支給年額（令和３年度） 449千円 

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月１日現在の総

職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であ

り、短時間勤務職員を含む。 

(ｆ) その他の手当（令和５年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 

国 の 制

度 と の

異同 

国の制度と

異なる内容 

支給実績 

（令和４年度） 

支給職員１

人当たり平

均支給年額

（令和４年度） 

扶養手当 配偶者              6,500円 

子                10,000円 

父母等              6,500円 

特定期間（満16歳年度初めから満22歳年度末

まで）の子の加算         5,000円 

ただし、配偶者及び父母等の支給額は、行政

職給料表８級職員にあっては、3,500円と

し、同給料表９級職員にあっては、支給しな

い（行政職給料表８級及び行政職給料表９級

には、これらに相当する職務の級を含む。） 

同じ － 千円 

2,698 

円 

269,782 

住居手当 借家・借間居住者 

 家賃23,000円以下の場合 家賃－12,000円 

 家賃23,000円を超える場合 

     11,000円＋１／２×(家賃－23,000円) 

同じ － 千円 

1,290 

円 

322,500 

通勤手当 交通機関利用者 

 定期券又は回数乗車券等の価額 

 最高支給限度額      55,000円 

異なる 交通用具の

区分及び距

離の区分が

千円 

2,689 

円 

179,244 



交通用具使用者 

 ２キロ～78キロ以上 

        2,100円～42,600円 

 自動四輪車以外の場合は半額 

異なる。 

単身赴任

手当 

支給額                        30,000円 

ただし、職員の住居と配偶者の住居間の距離

が80キロ以上の場合加算（距離により5,000

円～70,000円） 

異なる 加算額が異

なる（国:

距離により

8,000円～ 

70,000

円）。 

実績なし 実績なし 

初任給調

整手当 

医師、歯科医師、獣医師等採用の困難な職種

に支給 

支給額(月額)     3,000円～414,800円 

異なる 支給対象及

び支給額が

異なる。 

実績なし 実績なし 

管理職手

当 

給料表別・職務の級別・支給区分別の定額   

支給額        41,600円～130,300円 

 国：俸給の

特別調整額

として支給 

千円 

1,397 

円 

698,400 

特地勤務

手当 

離島その他の生活の不便な地に所在する特地

公署に勤務する職員に支給 

支給額 (特地公署異動時の給料及び扶養手

当の月額×１／２＋その月の給料及び扶養手

当の月額×１／２)×４％～16％ 

同じ － 実績なし 実績なし 

特地勤務

手当に準

ずる手当 

特地公署又は準特地公署に異動し、当該異動

に伴って住居を移転した職員に支給 

支給額 異動時の給料及び扶養手当の月額×

２％～６％ 

同じ － 実績なし 実績なし 

休日勤務

手当 

支給額 休日勤務時間数×勤務１時間当たり

の給与額×135／100 

異なる 勤務１時間

当たりの給

与額の算出

方法が異な

る。 

千円 

26 

円 

12,798 

夜間勤務

手当 

正規の勤務時間として午後10時から翌日の午

前５時までの間に勤務した時支給 

支給額 夜間勤務時間数×勤務１時間当たり

の給与額×25／100 

異なる 勤務１時間

当たりの給

与額の算出

方法が異な

る。 

千円 

13 

円 

6,690 

宿日直手

当 

支給額（勤務１回につき）  

            2,200円～21,000円 

同じ － 千円 

9 

円 

8,800 

管理職員

特別勤務

手当 

災害への対処その他の臨時又は緊急の必要等

により勤務した管理職員に支給 

週休日又は休日に勤務した場合 

支給額（勤務１回につき）4,000円～12,000

同じ － 千円 

40 

円 

40,000 



円 

（実働時間が６時間を超える場合 6,000円

～18,000円） 

平日の午前０時から午前５時までの間に勤務

した場合 

支給額（勤務１回につき）2,000円～6,000円 

⑻ 退職者（管理職）の再就職状況 

令和４年度末退職者（管理職）の再就職の状況 

区分 退職者数 合計 

左のうち再就職した者 

島根県に再就職した者 島根県以外に再就職した者 

再任用職

員 

会計年度

任用職員 

臨時的任

用職員 

民間企業

等 

国、他の

地方公共

団体 

公 共 的

団体等 

一般職員 94 64 36 0 0 18 0 10 

教育職員 19 15 9 1 0 2 3 0 

警察職員 5 4 0 0 0 4 0 0 

計 118 83 45 1 0 24 3 10 

（注）１ 「管理職」とは、退職時に課長級以上の職にあった職員 

２ 「島根県以外に再就職した者」は、令和５年５月31日時点で民間企業等、国・他の地方公共団体及び公

共的団体等に再就職したとして届出があった者 

３ 「再任用職員」とは、地方公務員法第28条の４又は第28条の５の規定により再度任用された者 

４ 「会計年度任用職員」とは、地方公務員法第22条の２の規定により任用された者 

５ 「臨時的任用職員」とは、地方公務員法第22条の３の規定により任用された者 

６ 「国・他の地方公共団体」へ再就職した者には、国又は他の地方公共団体との人事交流のため退職し、

再就職した者は除く。 

７ 「公共的団体等」とは、公益的法人、社会福祉法人等の民間企業等及び国・他の地方公共団体以外の団

体 

８ 「一般職員」とは、教育職員及び警察職員を除く職員 


